
 

SkyLinkMobile サービス利用規約 

本規約は、エレコム株式会社（以下、「当社」といいます。）が提供する「SkyLinkMobile サービス」
（以下、「本サービス」といいます。）の利用条件について定めるものとします。本サービスのご利用
にあたっては、本規約をよくお読みのうえ、ご理解頂いたうえでお申込みください。本サービスのお
申し込みをもって、本規約に同意したものとみなします。当社は、本規約を変更することがあります。
この場合、本サービスの利用条件は変更後の規約に従うものとします。本規約（変更があった場合は、
変更後の規約）を当社が運営する Web サイト（以下、「当社 Web サイト」といいます。）において掲
載するものとします。 

第一章  総則 

第 1 条（目的） 

本規約は、当社が契約者に対して提供する本サービスに関する基本的事項を定めることを目的としま
す。 

第 2 条（用語の定義） 

本規約においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用語 用語の意味 

契約者 本規約に同意し本サービスの契約をした法人 

ワイヤレスデータ通信 携帯電話事業者の提供による無線データ通信 

ユニバーサルサービス料 

電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）に定める基礎的電気通信役務
の提供の確保のための負担金に充てるために、基礎的電気通信役務の提供
に係る交付金及び負担金算定 等規則（平成 14 年総務省令第 64 号）に
より算出された額に基づいて、当社が定める料金 

端末機器 
端末機器の技術基準適合認定等に関する規則（平成 16 年総務省令第 15 
号）で定める種類の端末設備の機器であり、自営端末機器と当社販売端末
機器を総称したもの 

自営端末機器 契約者が SIM カードを利用するため自ら用意する端末機器 

当社販売端末機器 
SIM カードを利用するために用意する端末機器のうち、当社が契約者に対
して販売した機器 

SIM カード 
契約者識別番号その他の情報を記憶することができる IC カードであっ
て、本サービスの提供にあたり当社から貸与されるもの 

マイページ 
本サービスの SIM カードの詳細情報や、通信利用量等サービスを利用する
上で便利な機能、情報をインターネットで確認することができる契約者専
用のページ 

ID 当社が本サービスの契約者の認識のために各契約者に付与する識別番号 

パスワード 当社が本サービスの契約者の認識のために各契約者に付与するパスワード 

SkyLinkMobile サービス 
携帯電話事業者が提供する回線を利用したワイヤレスデータ通信との相互
接続によりインターネット接続する電気通信サービスで、当社が各契約者
に提供するモバイルデータ通信サービス 

保守サービス 当社販売端末機器のデリバリー保守サービス 

 

第二章 本サービスの利用 

第 3 条 （本サービスの申込および利用開始） 

１．本サービス契約は、本サービスの利用希望者が本規約に同意したうえで、当社指定の方法により



申込を行い、当社が当該希望者を本サービスの契約者として登録した時点をもって成立するものと
します。 

２．本サービスの課金開始基準日となる本サービスの開始日は、当社が指定するものとします。 

３．当社は、申込があったときは、これを承諾するものとします。ただし、当社は、次のときには当
該申込を承諾しないことがあります。 

（１）本サービスを提供するために必要な電気通信設備に余裕がないとき。 

（２）本サービス契約の申込者（以下、申込者といいます）が、当社又は本サービスの信用を毀損す
る虞がある態様で当該サービスを利用する虞があるとき。 

（３）申込内容に記入漏れ、誤記、または虚偽の記載があるとき。 

（４）申込者が過去に本規約に違反した事実があったとき。 

（５）申込者が料金その他の債務を現に怠り、または怠るおそれがあるとき。 

（６）申込者が、申込より以前に、当社が提供するサービスにつき当社と契約を締結したことがあり、か
つ、当社から当該契約を解除したことがある場合。 

（７）その他本サービスの申込を承諾することが、技術上または当社の業務の遂行上著しい支障があると
当社が判断した場合。 

３．当社は、前項に掲げる事由の判断のため、申込者に対し、当該申込者の身分証明に係る公的書類そ
の他の書類の提出を要求する場合があります。この場合において当該申込者から当該書類の提出が行
われない間は、当社は、前項に基づく申込の承諾を留保又は拒絶するものとします。 

４．契約者は、本サービス契約の申込の際当社に通知した情報に変更がある場合は、当社所定の方法
により、遅滞なく当社に届け出るものとします。 

５．契約成立後、申込内容に不備があった場合または虚偽の記載があった場合は、当社は、本サービ
スの利用を停止または当該利用契約を解約する場合があります。 

６．本サービスは法人のみが申込できるものとします。 

第 5 条 （ID 及びパスワード） 

１．契約者は、ID、パスワード、その他本サービスを利用する権利を認識するに足りる情報（以下、「ID 情
報」という。）を自己の責任において管理するものとします。本サービス 1 個 に対する ID 情報は 1 つ
とし、法人または団体の管理担当者が管理するものとします。 

２．契約者は、ID 情報を他者に使用させ、他者と共有し、または売買、譲渡もしくは貸与等をしてはな
らないものとします。 

３．ID 情報の管理および使用は契約者の責任とします。ID 情報の使用上の過誤または他者による無断使
用により契約者が被る損害については、当該契約者の故意または過失の有無を問わず、当社は一切責
任を負いません。 

４．契約者の ID 情報をもって本サービスが利用されたときには、その契約者自身の利用とみなされるもの
とします。 



５．契約者の ID 情報を使用し、契約者と他者により同時に、または他者のみによって使用された場合、
本サービスの通常の機能が失われることがあります。 

６．ID 及びパスワードにつきましては、「ID/パスワードのご案内」が別送にて送付されます。 

第 6 条 （本サービス利用の要件等） 

契約者は、申込時に、当社から契約者に対する通知、連絡を行うためのメールアカウント（当社が提供す
るサービスに係るものである必要はありません。）を当社に対して指定するものとします。当該メールア
カウントに対する当社の電子メールの送信は、当社から契約者への意思表示又は事実の伝達とみなされ
ます。 

第 7 条 （通信プラン） 

１．本サービスには、別紙：SkyLinkMobileサービス通信プラン一覧表に規定する通信プランの種類があり
ます。 

２．契約者が、契約途中において、通信プランの変更を希望する場合は、当社指定の方法により、申し出る
ものとします。 

第 8 条 （マイページ登録内容の変更）  

１．契約者は、契約者の氏名、住所または連絡先メールアドレス、その他当社に届け出た内容に変更が生
じた場合には、すみやかに SkyLinkMobileサポートセンターへ登録内容の変更を依頼するものとしま
す。 

２．当社から契約者に対する通知は、登録内容にもとづいて行い、かつ、それで足りるものとします。また、
この通知は、通常到達すべき時期に到達したものとみなされるものとします。 

第 9 条 （契約者による解約） 

１．契約者が本サービス契約の解約を希望する場合は、解約申込みを行うものとします。 

２．利用契約の解約について、25 日までに解約申込みを受理した場合、解約日は、解約申込日の属する
月の末日とします。26 日以降に解約申込みを受理した場合は、翌月末日が解約日となります。 

３．第 21 条（本サービスの内容変更/廃止・告知）第 2 項の規定により本サービスの全部又は一部が廃止
されたときは、当該廃止の日に当該廃止された本サービスに係る利用契約が解除されたものとします。 

 

第三章 料金 

第 10 条 （料金） 

１．支払済みの料金については、申込前、申込後、利用開始前、利用開始後を問わず、契約者の都合
により利用できない場合、または利用しない場合であっても、返金はされないものとします。 

２．契約者は利用開始日から利用契約の終了日が属する月の末日までの期間について、当社が別途定
める利用料金を支払うものとします。なお、利用料金にユニバーサルサービス料は含まれており、
利用開始月より発生するものとします。 



３．利用料金は、契約事務手数料、月額利用料（ユニバーサルサービス料を含む月額基本料)および各
種手続きにかかる手数料とします。 

４．ご希望される契約者は、年払いも可能です。この場合、消費税については、契約時の料金を元に
契約時に一括で支払うものとします。また、契約更新時についても同様に契約更新時の料金を元に
契約時に一括で支払うものとします。 

５． 本サービスに関連して生じる月額利用料については、利用開始月、利用終了月のいずれも日割り
計算しないものとします。 

第 11 条 （解約金） 

当社が第 18 条（当社による利用契約の解除）の規定にもとづき利用契約を解除した場合、当社は被
った損害額を契約者に請求することができるものとします。 

第 12 条 （料金の支払方法など） 

契約者は、本サービスに係る利用料金を、請求書発行により支払うものとします。 

第 13 条 （割増金） 

契約者が料金の支払を不法に免れた場合は、その免れた額の他、その免れた額（消費税相当額を加算
しない額とする。以下、同様とします）の 2 倍に相当する額に消費税相当額を加算した額（料金表の
規定により消費税を加算しないこととされている料金にあってはその免れた額の 2 倍に相当する額）
を割増金として当社が別途定める方法により支払うものとします。  

第 14 条 （延滞利息） 

契約者は、料金その他の債務（延滞利息を除く）について支払期日を経過してなお支払いがない場合
には、支払期日の翌日から支払の日の前日までの日数について、年 14.6％の割合で計算して得た額を
延滞利息として支払うものとします。 

 

第四章 本サービス 

第 15 条 （本サービスの一時中断） 

１．当社は、次の各号に該当する場合には、本サービスの全部又は一部を一時中断することがありま
す。 

（１）電気通信設備の保守上又は工事上止むを得ないとき。 

（２）電気通信設備の障害等止むを得ないとき。 

（３） 通信が著しく輻輳し、通信の全部を接続することができなくなった場合に通信を制限するとき。 

（４）その他携帯電話事業者の判断によりワイヤレスデータ通信網の提供が中止されるとき。 

２．当社は、前項の規定により接続を一時中断するときは、予めそのことを契約者に当社 Web サイト、
電子メールまたはその他の方法で通知することとします。ただし、緊急止むを得ない場合はこの限
りでないものとし、事後速やかに具体的な状況を説明した通知を当社 Web サイト、電子メールまた



はその他の方法で通知するものとします。 

第 16 条 （本サービスの中止） 

１．当社は、次の各号のひとつに該当する場合には、契約者に対する本サービスの全部又は一部を一
時中止にすることができるものとします。 

（１）天災その他不可抗力による場合。 

（２）当社及び携帯電話事業者の電気通信設備に障害が発生した場合。 

（３）当社及び携帯電話事業者の事業用電気通信回線設備の保守上、工事上止むを得ない場合。 

（４）契約者が、本サービスの提供に使用される設備に過大な負荷を与える行為その他この設備の運
用に支障を与える行為を自ら行い、または第三者に行わせた場合。 

（５）法令、公的機関からの要請に基づく場合。 

２．当社は、前項の規定により本サービスの提供を中止しようとするときには、前項（3）について
は中止前までに契約者に対して中止期間について通知するものとし、前項（1）、（2）、（4）及び（5）
については中止後速やかに通知を行うものとします。なお、通知は当社 Web サイト、電子メールま
たはその他の方法で契約者に行うものとします。 

３．当社は、第１項による本サービスの提供を中止により契約者に損害その他不利益が発生しても何
ら責任を負わないものとします。 

第 17 条 （接続停止等） 

１．当社は、契約者が次のいずれかに該当するときは、当社が定める期間、本サービスを停止するこ
とがあります。 

（１）本サービスに係る料金その他本規約に基づき発生する債務について、支払期限の超過後、なお
その支払がないとき。（当社が支払いの事実を確認できない場合を含みます） 

（２）本サービスの申込内容、届出内容が事実に反することが判明したとき。 

（３）第 3 条（本サービスの提供）及び第 4 条（利用の開始）の規定に従った当社所定の申込み又は
利用開始手続きが行われないとき。 

（４）第 20 条（契約者の義務）に違反する行為が行われたとき。 

（６）第 37 条（契約者情報等の取扱い）第 3 項に定める契約者確認に応じないとき。 

（７）本サービスを利用することにより、当社の業務または本サービスにかかる電気通信設備に支障
を及ぼし、または支障を及ぼすおそれのある行為が行われたとき。  

（８）本サービスを他の契約者に重大な支障を与える態様で使用したとき。  

（９）本サービスを違法な態様で使用したとき。 

（１０）前項に挙げる他、当社が不適切と判断する態様において本サービスを利用したとき。  



２．当社は、前項の規定により本サービスの利用を停止するときは、原則として契約者に対する特段
の通知は行わないものとします。ただし、契約者に対する通知方法が当社で判明している場合は、
通知する場合があります。  

３．本条にもとづく利用の停止があっても、本サービスの利用期間に変更はないものとします（利用
の停止の間、利用期間の進行が停止するものではありません）。 

４．本条にもとづく利用の停止があっても、利用料金は発生するものとします。 

５．当社は、本条にもとづく利用の停止について、損害賠償または本サービスの料金の全部または一
部を返金しないものとします。  

第 18 条 （当社による利用契約の解除） 

１．当社は、第 17 条（接続停止等）第 1 項各号の規定により本サービスの利用を停止された契約者
が、なおその事実を解消しない場合には、その利用契約を解除することができるものとします。  

２．当社は、契約者が第 17 条（接続停止等）第 1 項各号の規定のいずれかに該当する場合で、その
事実が当社の業務の遂行上著しい支障が認められるときは、前項の規定にかかわらず、利用停止を
しないでその利用契約を解除することができるものとします。  

３．当社は、当社発行の請求書に対し支払いが一定期間されない場合、その他の事由により利用料金
の入金がされないことが判明した場合、利用契約を解除することができるものとします。 

４．本条の規定にかかわらず、利用契約が解除されまたは消滅した場合においても、利用契約に関わ
る契約者の債権債務は、履行されるまで消滅しないものとします。債権債務の履行に当たっては、
契約者および当社は誠実にこれを行うものとします。 

第 19 条 （通信利用の制限等） 

１．当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生する虞のある場合の災害の予防若しく
は救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通
信及び公共の利益のために緊急に行うことを要する事項を内容とする通信であって電気通信事業法
第 8 条第 1 項の総務省令（電気通信事業法施行規則第 55 条）で定めるものを優先的に取り扱うた
め、次に掲げる機関に係る通信以外の利用を制限する措置をとることがあります。 

機関名 

気象機関 

水防機関 

消防機関 

災害救助機関 

警察機関（海上保安機関間を含む） 

防衛機関 

輸送の確保に直接関係がある機関 



通信の確保に直接関係がある機関 

電力の供給の確保に直接関係がある機関 

ガスの供給の確保に直接関係がある機関 

水道の供給の確保に直接関係がある機関 

選挙管理機関 

新聞社、放送事業者及び通信社の機関 

国又は地方公共団体の機関 

２．当社は、児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律において定める児童
ポルノを閲覧又は取得するための通信を制限する場合があります。 

第 20 条 （契約者の義務） 

契約者は、以下の行為を行わないものとします。 

（１）本サービスにより利用し得る情報を改ざんする行為。 

（２）有害なコンピュータプログラム等を送信又は書き込む行為。 

（３）当社、他の契約者又は第三者の著作権その他知的財産権を侵害する行為。 

（４）当社、他の契約者若しくは第三者を誹謗し、中傷し、又は名誉を傷つけるような行為。 

（５）当社、他の契約者又は第三者の財産、プライバシーを侵害する行為。 

（６）選挙の事前運動又はこれに類似する行為。 

（７）公序良俗に反する内容その他若年者にとって不適当な内容の情報、文章及び図形等を他人に公
開する行為。 

（８）当社若しくは第三者の電気通信設備の利用若しくは運営に支障を与える行為。 

（９）当社の書面による承諾なく、本規約上の地位を第三者に移転、質入、その他担保に供する行為。 

（１０）本サービスの運営を妨げるような行為。 

（１１）法令に違反する行為。 

（１２）その他前各号に該当する虞のある行為又はこれに類する行為。 

第 21 条 （本サービスの内容変更/廃止・告知） 

１．当社は、携帯電話事業者の提供条件の変更に伴う本サービスの内容変更について契約者に通知する
ことにより適宜変更することができるものとします。 



２．当社は、技術仕様の変更等により本サービスの全部または一部を廃止することがあります。 

３．当社は、前項の規定により本サービスを廃止するときは、相当な期間前に当社 Web サイト上または
電子メール、その他の方法により契約者に告知します。この場合、当社は契約者に特段の不利益が生
じないよう代替措置を講じるよう努めるものとします。 

４．当社は、第 1 項および第 2 項による本サービスの内容変更および本サービスの全部もしくは一部の廃
止により契約者に損害その他不利益が生じたとしても、何ら責任を負わないものとします。 

５．当社が必要と判断した場合、当社は、本サービスのご利用に関して必要となる事項を、当社 Web サイ
トまたは電子メールにおいて随時告知または契約者に対し個別に通知することがあります。 

第 22 条 （権利の譲渡制限等） 

１．当社が別途認める場合を除き、契約者が、本規約に基づいて本サービスの提供を受ける権利を譲渡
することはできません。 

２．当社が別途認める場合を除き、契約者は、本サービスを再販売する等第三者に本サービスを利用さ
せることはできません。 

第 23 条 （通信区域） 

１．本サービスの通信区域は、携帯電話事業者の通信区域の通りとします。本サービスは、接続され
ている端末機器が通信区域内に在圏する場合に限り行うことができます。ただし、当該通信区域内
であっても、屋内、地下駐車場、ビルの陰、トンネル、山間部等電波の伝わりにくい場所では、通
信を行うことができない場合があります。 

２．前項の場合、契約者は当社に対し、当社の故意または重大な過失により生じた場合を除き、本サ
ービスが利用できないことによるいかなる損害賠償も請求することはできません。 

第 24 条 （通信利用の制限） 

１．当社は、技術上、保守上、その他当社の事業上やむを得ない事由が生じた場合、または携帯電話
事業者の提供する電気通信サービスの契約約款の規定もしくは携帯電話事業者または協定事業者と
当社との間で締結される契約の規定に基づく、携帯電話事業者による通信利用の制限が生じた場合、
通信を一時的に制限することがあります。 

２．前項の場合、契約者は当社に対し、当社の故意または重大な過失により生じた場合を除き、通信
が制限されることによるいかなる損害賠償も請求することはできません。 

第 25 条 （通信等の制限） 

１．前条の規定による場合のほか、当社は、通信が著しくふくそうするときは、通信時間または特定
の地域の通信の利用を制限することがあります。 

２．前項の場合において、天災、事変その他の非常事態が発生し、または発生するおそれがある場合
の災害の予防もしくは救援、交通、通信もしくは電力の供給の確保または秩序の維持のために必要
な事項を内容とする通信および公共の利益のために緊急を要する事項を内容とする通信を優先的に
取り扱うため、電気通信事業法施行規則の規定に基づき総務大臣が告示により指定した機関が使用
している移動無線装置（当社、協定事業者または携帯電話事業者がそれらの機関との協議により定
めたものに限ります）以外のものによる通信の利用を中止する措置（特定の地域の契約者回線等へ
の通信を中止する措置を含みます）をとることがあります。 



３．当社は、一定期間における通信容量が当社の定める容量を超えるときは、別紙通信プラン一覧表
の定めに従いその通信を制限することがあります。 

４．前３項の場合、契約者は当社に対し、通信速度等が制限されることによるいかなる損害賠償も請
求することはできません。 

第 26 条 （通信速度等） 

１．当社が本サービス上に定める通信速度は、実際の通信速度を示すものではなく、接続状況、契約
者が使用する本 SIM カード、端末機器、ネットワーク環境、その他の理由により変化し、通信速度
が低下するものであることを、契約者は了承するものとします。 

２．当社は、本サービスにおける通信速度について、いかなる保証も行わないものとします。 

３．契約者は、電波状況等により、本サービスを利用して送受信されたメッセージ、データ、情報等
が破損または滅失することがあることを、あらかじめ承諾するものとします。 

 

第五章 SIM カード 

第 27 条 （SIM カードの賃貸借） 

１．当社は契約者に対し、契約者に SIM カードを貸与するものとします。 

２．契約者は、善良なる管理者の注意をもって SIM カードを使用するものとします。 

３．契約者は、利用終了後、速やかに SIM カードを当社に返還するものとします。 

第 28 条 （初期不良・故障・誤購入） 

１．契約者において、利用開始手続きを行ったにもかかわらず、本規約に定める契約者の責任に基づ
く場合を除く事由により、本サービスを利用することができない場合において、当社が SIM カード
の初期不良とみなした場合、当社負担で SIM カードの交換を行うものとします。この場合、契約者
は当該 SIM カードを当社に返却するものとします。ただし、SIM カード付帯の電話番号は引き継
がないものとします。 

２．当社は、SIM カードが本来の目的に従った使用をしているのにも係らず故障した場合は、次のよ
うな場合または契約者の責任による故障が発生した場合を除き、利用開始日後 3 ヶ月（以下、「保
証期間」という）に限り、当社負担で SIM カードの交換を行うものとします。ただし、SIM カー
ド付帯の電話番号は引き継がないものとします。 

・ 契約者の過失による破損、及び水漏れによる故障または破損 
・ 落下等による故障または破損 
・ 不当な修理や改造または異常電圧に起因する故障または破損 
・ 使用中に生じた傷、汚れなど外観上の変化 
・ 火災、地震、水害、落雷などの天災地変ならびに水没などによる故障または全損 
・ 故障の原因が本製品以外にある場合 
・ 消耗部分の交換･仕様変更など 

３．交換対象の SIM カードが契約者から当社へ返却されなかった場合は、契約者は、本条第 1 項ま
たは第 2 項に定める SIM カードの交換を請求できないものとします。 



４．契約者による誤購入等の理由による購入代金の返却には一切応じかねます。  

第 29 条 （SIM カードに係る禁止行為） 

契約者は次の各号の行為を行ってはならないものとします。 

（１）SIM カードを譲渡又は担保に供すること。 

（２）SIM カードを当社の承諾なく転貸又は売却して第三者に利用させること。 

（３）SIM カードを分解、解析、改造、改変等して、引渡時の現状を変更すること。 

第 30 条 （複製等の禁止） 

契約者は SIM カードに添付され若しくは SIM カードの一部を構成する電磁的記録（以下「プログラ
ム等」という）に関し、次の行為を行ってはならないものとします。 

（１）有償、無償を問わず、プログラム等の全部又は一部の第三者への譲渡、使用権の設定、その他
第三者に使用させること。 

（２）プログラム等の全部又は一部を複製、改変、その他のプログラム等に係る知的財産権を含むす
べての権利を侵害する行為。 

第 31 条 （損害賠償請求） 

第 29 条（SIM カードに係る禁止行為）、第 30 条（複製等の禁止）違反の場合において、当社が損害
を被った場合、当社は契約者に対し、利用契約を解除することなくして損害賠償の請求をすることが
できるものとします。 

 

第 32 条 （当社から貸借している SIM カードの紛失） 

契約者が当社から貸借している SIM カードを紛失（盗難による場合を含む。）したときは、契約者は
当社に対し、解約および SIM カードの再発行の手続きを行うことができるものとします。 

 

第 33 条 （個別契約終了後の返還義務） 

１．何らかの事由により本規約若しくは個々の本サービスが終了した場合、契約者は当社に対して当
該本サービスに基づき貸し渡された SIM カードを次の返送先に返還するものとします。 

 〔返送先〕 
 〒060-0001 
 札幌市中央区北１条西３丁目３－２２ ＳＴＶ時計台通りビル７階 
 ELECOM SkyLinkMobile サポートセンター 
 
２．当社は契約者に対し SIM カードを紛失又は返還しなかった場合は、紛失に関する手数料を請求で
きるものとします。 

 



第六章 端末機器 

第 34 条 （端末機器にかかる契約者の義務）  

１．契約者は、端末機器を電気通信事業法および電波法関係法令が定める技術基準（以下、「技術基準」
といいます）に適合するよう維持するものとします。  

２．契約者は、端末機器について次の事項を遵守していただきます。  

（１）端末機器を取り外し、変更し、分解し、もしくは損壊しまたはその設備に線条その他の導体等
を接続しないこと。ただし、天災事変その他の事態に際して端末機器を保護する必要があるとき
はこの限りではありません。  

（２）故意に接続回線に保留したまま放置し、その他通信の伝送交換に妨害を与える行為を行わない
こと。 

（３）端末機器に登録されている電話番号その他の情報を読出し、変更または消去しないこと。  

（４）端末機器に附属・付随する取扱説明書・使用方法に従うこと。 

第 35 条 （自営端末機器）  

１．契約者は、本サービスを利用するために必要となる設備については、契約者が自己の費用と責任
において準備および維持するものとします。 

２．契約者は、本サービスを利用するために必要となる設備が技術基準に適合しない場合、当該自営
端末機器での本サービスの利用をできないものとします。 

３．当社は、前項の場合において、契約者または第三者に生じた損害について、一切の責任を負わな
いものとします。 

 

第七章 損害賠償 

第 36 条 （本サービスの利用または利用不能による損害） 

１．当社は、契約者が本サービスを利用することにより得た情報等（コンピュータプログラムを含む）
について、その品質、完全性、正確性、特定目的への適合性、有用性、ウィルスの不存在その他何
らの保証を行わないものとします。当該情報等のうち、当社以外の第三者による提供にかかるもの
に起因して生じた損害について、当社は何ら責任を負わないものとします。 

２．当社は、本サービスの不具合その他の瑕疵、契約者による本サービスの利用もしくは利用不能、
または契約者に対するサポートサービスの提供もしくは提供不能の結果として生ずべき契約者の逸
失利益、機密情報の損失、事業の中断、人身障害、プライバシーの侵害、その他契約者が被るべき
一切の金銭的および非金銭的損害、損失ならびに費用に関し、当社の故意または重大な過失により
生じた場合を除き、一切の責任を負わないものとします。 

３．当社が、当社の責めに帰すべき事由により、契約者に対し本サービスの全部を提供できなかった
ために契約者が本サービスの全部を利用することができない状態が発生した時刻から起算して、連
続 24 時間以上その状態が連続した場合には、24 時間ごとに日数を計算し、本サービスの月額利用
料金を限度として、契約者から当社へ申し出があった場合、当社は契約者の本サービスの月額利用
料金の支払いを免除します。なお、当該時間未満の利用不能については、当社は契約者に対し、月



額利用料金の支払いの免除を行わないものとします。また、契約者が当該申し出をし得ることとな
った日から 3 ヶ月を経過する日までに当該申し出をしなかったときは、契約者はその権利を失うも
のとします。 

４．前項に定める他は、当社は本規約に関し、契約者に発生する一切の損害（契約者の情報が破損又
は滅失したことによる損害を含む。）に対し一切の責任を負わないものとします。 

５．当社は、契約者に対し本規約に別に定める場合を除き、本条による以外の一切の賠償責任を負わ
ないものとします。 

第 37 条 （保証及び責任の限定）  

１．当社は、本サービスについて、完全性、正確性、有用性または正当性に関する保証、契約者の利用目
的に適合することの保証、および通信速度に関する保証を含め、何らの保証も行いません。 

２．当社は、契約者が本サービスの利用に関して被った損害（その原因の如何を問いません。）について賠
償の責任を負いません。ただし、当該損害が当社の故意又は重大な過失により発生した場合については、
この限りでありません。 

３．契約者が本サービスの利用に関して第三者に与えた損害について当社が当該第三者に当該損害の賠
償をしたときは、当社は、契約者に対し、当該賠償について求償することができます。 

第 38 条 （自己責任の原則）  

１．契約者は、本サービスを利用して行った、自己の行為およびその結果について、責任を負います。 

２．契約者が本サービスを利用して第三者に損害を与えた場合、契約者は自己の責任と費用をもって解
決するものとし、当社に損害を与えないものとします。 

第 39 条 （契約者の設備等にかかる維持責任） 

契約者が本サービスを利用するために必要となる設備については、契約者が自己の費用と責任において維
持するものとします。 

 

第八章 サポート 

第 40 条 （契約者に対する対応窓口） 

１．当社は、契約者が本サービスを利用期間中、契約者からの各種問い合わせ窓口を設置し、対応す
るものとします。 

２．当社は、前項に定めるものを除き、契約者に対して、保守、デバッグ、アップデートまたはアッ
プグレード等のいずれを問わず、如何なる技術的役務を提供する義務を負わないものとします。ま
た、当社は、本サービスの利用に関する一般的な技術情報を除く、如何なる技術情報も提供する義
務を負わないものとします。 

３．当社は、本サービスに関し、契約者から必要な情報が提供されない場合、十分な技術サポート等
を提供できない場合があります。 

４．当社は、前項により当社が契約者から収集した情報について、技術サポートのほか、当社サービ



スの提供に伴う契約者の本人確認、アフターサービス、新商品のキャンペーン等の案内ならびに商
品開発およびサービス向上等のための調査に利用する場合があります。ただし、この場合、契約者
を特定できる形で公開することはありません。 

第 41 条 （契約者情報等の取扱い） 

１．当社は、第 3 条（本サービスの提供）及び第 4 条（利用の開始）の下で契約者から提供された契
約者情報（以下、契約者情報）について善良な管理者としての注意をもって管理するものとします。 

２．当社は、契約者情報を以下の目的にのみ利用し、法令に基づいて官公庁から開示を求められた場
合を除き、第三者へ開示しないものとします。 

（１）携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等および携帯電話通信役務の不正な利用防止に
関する法律（以下、携帯電話不正利用防止法）に定められた不正利用防止の目的 

（２）本サービスの利用料金を回収する目的 

（３）契約者に対するサポートサービスを提供する目的 

（４）契約者に対し、本サービスの追加または変更のご案内、または緊急連絡の目的で、電子メール
または郵便等で通知をする目的  

（５）本サービスレベルの維持向上を図るため、アンケート調査及びその分析を行うこと。 

（６）商品開発等の目的で本サービスに関する利用動向を調査し、特定個人の識別が不可能な形式に
加工したうえで、その分析結果を自ら利用し、または第三者に提供する目的  

３．当社は、契約者確認（携帯電話不正利用防止法第 9 条で定める契約者確認をいう。以下、本条に
おいて同様）を求められたときは、当該契約者に対し、契約者確認を行うことがあります。この場
合、契約者は、当社の定める期日までに契約者確認に応じるものとします。  

４．当社は、契約者の同意に基づき必要な限度において契約者情報を第三者に提供する場合があります。
また、本サービスの提供に係る業務における契約者情報の取扱いの全部又は一部を第三者に委託す
る場合にあっては、当社は、当社の監督責任下において契約者情報を第三者に委託するものとします。 

第 42 条 （他の電気通信事業者への情報の通知) 

契約者は、第 9 条（契約者による解約）または第 18 条（当社による利用契約の解除）の規定に基づ
き利用契約を終了した後、現に料金その他の債務の支払いがない場合、または第 41 条（契約者情報
等の取扱い）第 3 項に定める契約者確認に応じない場合には、当社が、当社以外の電気通信事業者（当
社 Web サイトにおいて事業者名を掲載します）からの請求にもとづき、氏名、住所、電話番号、生年
月日および支払状況等の情報（契約者を特定するために必要なものおよび支払状況に関するものであ
って、当社が別に定めるものに限ります。）を当該事業者に通知することにあらかじめ同意するものと
します。  

 

第九章 保守サービス 

第 43 条 （保守サービス範囲）  

１．当社は、本サービス申込時に申込者が保守サービスの申込を行い、かつ、当社がその申込を承諾
し本サービス契約が成立した場合、当社販売端末機器について保守サービスを提供するものとしま



す。 

２．契約者が SIM カード、当社販売端末機器を適正に使用している状態で当該当社販売端末機器に故
障が生じ修理を要請した場合、別紙 2 所定の保守サービスを提供します。 

３．保守サービスご提供期間は、本サービス利用開始日から３年間といたします。もっとも、保守サ
ービス提供期間経過後も、保守サービス以外の本サービスは継続して利用できるものとし、当社販売
端末機器故障発生時等においては、実費にて修理等を行うものとします。 

４．下記事項については、保守サービスの範囲に含めないものとします。 

（１） 障害発生前の予防交換。 

（２） 通常の使用（『適正使用状態』）で起こり得ない原因によるもの。 

（３） 規格外の入出力媒体及び消耗品等の使用により故障・破損したもの。 

（４） 当社が指定する機関以外の第三者ならびにお客様による改造、分解、調整、修理、取り扱い
のまちがいにより故障した場合。 

（５） 地震、火災、落雷、風水害、その他の天変地異、公害、異常電圧などの外的要因により故障
した場合。 

（６） 使用環境の範囲を超える温度、湿度、振動等により故障した場合。 

（７） 対象製品購入後の輸送中に発生した衝撃、落下等により故障した場合。 

（８） 日本国外において利用している場合。 

（９） 代替機の移設、撤去に関する作業及び立会い。 

（１０） 契約者の要求による登録機器、代替機の改造・清掃・点検。 

（１１） 対象製品の取り扱い方法、設定、復旧、セットアップ等のサポート。 

（１２） その他、当社が本保守サービスの保証対象と認めることが困難であると判断した場合。 

（１３） 株式会社 NTT ドコモの提供する日本国内サービスエリアに属さない場合。 

（１４） 本サービス外の SIM カードを利用した場合 

第 44 条 （保守受付番号リスト）  

１．保守サービスにおいては、ご利用中の当社販売端末機器が保守サービス対象製品であることを証
するため、保守受付番号リストが別途送付されます。契約者は保守番号受付リストにおいて、契約
者 ID ごとに SIM 管理番号、利用開始日、保守終了日等が記載され、送付（複数契約 ID を有する
場合には、まとめて送付）されていることを確認し、到着しない場合には直ちに弊社窓口に申し出
るものとします。 

２．当社は、いかなる理由があろうとも、保守受付番号リストの再発行をいたしません。また、保守
受付番号リストの存在しない当社販売端末機器、契約後解約を実施した当社販売端末機器に対して
は保守サービスを提供しません。 



３．契約者は、保守受付番号リストの改ざん、複製等をしないものとし、万一、改ざん、複製等され
た場合は、保守サービスの権利を失うものとします。 

第 45 条 （交換部品等の所有権ならびに原因解析）  

保守サービスにより、回収された不具合部品や不具合製品等の所有権は、当社の所有権とし、いかな
る理由があっても、返却は行わないものとします。また、故障原因の解析ならびに契約者への報告は
行いません。 

 

第十章 雑則 

第 46 条 （免責） 

１．電気通信設備の修理、復旧等に当たって、その電気通信設備に記憶されているデータ、情報等の
内容等が変化または消失することがあります。当社はこれにより損害を与えた場合に、それが当社
の故意または重大な過失により生じたものであるときを除き、その損害を賠償する責任を負いませ
ん。 

２．当社は、本規約等の変更により自営端末機器の改造または変更（以下この条において「改造等」
といいます）を要することとなる場合であっても、その改造等に要する費用については負担しませ
ん。 

３．保守サービス対象となる当社販売端末機器の故障等にて生じた直接、または間接の損害、ならび
に本サービスの履行過程において生じたデータの損失等について、当社は一切責任を負わないもの
とします。また代替機は工場出荷時の状態のものとなります。 

４．設置場所での電波環境（電波干渉による通信障害や通信速度低下等含む）に起因する障害による
場合、当社はその責を負わないものとします。 

５．やむを得ない事情により、保守サービス対象となる当社販売端末機器の代替機の発送が困難な場
合、当社にて選定した同等品（一部仕様が異なる場合がございます）を代替機として 発送する場合
があるものとします。 

６．申込手続に不備(誤記等、記載内容に齟齬がある場合)がある場合は、本サービス及び保守サービ
スを履行できない場合があるものとします。 

７．本サービス登録後に解約があった場合、いかなる理由であっても本サービス及び保守サービス料
金の返金は行わないものとします。 

第 47 条 （分離性）  

本利用規約の一部分が無効で強制力を持たないと判明した場合でも、本利用規約の残りの部分の有効
性はその影響を受けず引続き有効で、その条件に従って強制力を持ち続けるものとします。 

第 48 条 （権利及び義務の譲渡） 

契約者は、当社の事前の書面による承諾のない限り、本規約及び本規約により生じる権利又は義務の
一部又は全部を第三者に譲渡し、又は継承させることはできないものとします。 

 



第 49 条 （地位の継承） 

当社について、合併があった場合には、合併後存続する法人又は合併後設立された法人は、本規約上
の地位を継承するものとします。 

第 50 条 （契約の変更） 

料金及びこれに付随するものに変更が生じたときには、契約者、当社協議の上必要な措置を行うもの
とします。 

第 51 条 （存続義務） 

本規約が解約、解除、消滅、その他事由によって終了した場合、第 11 条（解約金）、第 18 条（当社
による利用契約の解除）第 4 項、第 37 条（保証及び責任の制限）、第 41 条（契約者情報等の取扱い）、
第 42 条（他の電気通信事業者への情報の通知）、第 48 条（権利及び義務の譲渡）、第 49 条（地位の
継承）、第 51 条（存続義務）、第 52 条（信義則）、第 53 条（準拠法及び管轄裁判所）は、なおも有効
なものとして存続するものとします。 

第 52 条 （信義則） 

本規約に定めのない事項、又は本規約の各条項の解釈に対して疑義が生じたときは、契約者当社協議
の上、本合意主旨に従い、誠意をもってこれを解決するものとします。 

第 53 条 （準拠法及び管轄裁判所） 

１．本規約は、日本法に準拠し、日本法に従って解釈されるものとします。 

２．本規約に関するあらゆる法的申立て又は手続きについては、大阪地方裁判所を第一審の専属管轄
裁判所とします。 

第 55 条 （反社会的勢力の排除） 

契約者は、以下の各号に該当する場合、当社に対して負う一切の債務について期限の利益を喪失する
ものとし、当社は即時に本契約を解除できるものとする。なお、その場合に契約者に何らかの損害が
発生したとしても、当社は損害賠償責任を負わないものとする。 

(1)指定暴力団、指定暴力団関係者、総会屋および反社会的勢力である場合 

(2)第１号に該当すると合理的に疑われる場合 

(3)指定暴力団、指定暴力団関係者、総会屋およびその他の反社会的勢力と密接に係わり合いがあると
合理的に疑われる場合 

(4)本契約および個別契約の業務の全部または一部を委託する相手が、前３号に該当する場合 

(5)当社または第三者に対して暴力、欺網、脅迫、その他不法な手段を用いて、権利を放棄させる等の
何かしらの要求をおこなった場合 

(6)当社または第三者に対して暴力、欺網、脅迫、その他不法な手段を用いて、権利を放棄させる等の
何かしらの要求をおこなった者と密接に係わり合いがあると合理的に疑われる場合 

 



 

附則 

制定：平成 27 年 6 月 1 日 

改訂：平成 29 年 4 月 18 日 

   平成 30 年 7 月 1 日 



別紙１：SkyLinkMobile サービス通信プラン一覧表 

300kbps プラン 300kbps での通信が可能です。直近 3 日間の通信量が
450MB を超えた翌日のみ通信速度が 200kbps に低下し
ます。 

2GB プラン 1 ヶ月あたり 2GB まで LTE 通信が可能です。2GB 超過
後および直近 3 日間の通信量が 450MB を超えた翌日は
通信速度が 200kbps に低下します。 

2GB プラン（3 日間制御無し） 1 ヶ月あたり 2GB まで LTE 通信が可能です。2GB 超過
後は通信速度が 200kbps に低下します。 

3GB プラン 1 ヶ月あたり 3GB まで LTE 通信が可能です。3GB 超過
後および直近 3 日間の通信量が 450MB を超えた翌日は
通信速度が 200kbps に低下します。 

3GB プラン（3 日間制御無し） 1 ヶ月あたり 3GB まで LTE 通信が可能です。3GB 超過
後は通信速度が 200kbps に低下します。 

3GB プラン（夜間のみ高速） 1 ヶ月あたり 3GB まで LTE 通信が可能です。24～翌 5
時のみ高速通信で、それ以外は 200kbps となります。
3GB超過後および直近 3日間の通信量が 450MBを超え
た翌日は通信速度が 200kbps に低下します。 

5GB プラン 1 ヶ月あたり 5GB まで LTE 通信が可能です。5GB 超過
後および直近 3 日間の通信量が 800MB を超えた翌日は
通信速度が 200kbps に低下します。 

5GB プラン（夜間のみ高速） 1 ヶ月あたり 5GB まで LTE 通信が可能です。24～翌 5
時のみ高速通信で、それ以外は 200kbps となります。
5GB超過後および直近 3日間の通信量が 800MBを超え
た翌日は通信速度が 200kbps に低下します。 

10GB プラン 1 ヶ月あたり 10GB まで LTE 通信が可能です。10GB 超
過後および直近3日間の通信量が1300MBを超えた翌日
は通信速度が 200kbps に低下します。 

10GB プラン（夜間のみ高速） 1 ヶ月あたり 10GB まで LTE 通信が可能です。24～翌 5
時のみ高速通信で、それ以外は 200kbps となります。
10GB超過後および直近 3日間の通信量が 1300MBを超
えた翌日は通信速度が 200kbps に低下します。 

20GB プラン 1 ヶ月あたり 20GB まで LTE 通信が可能です。20GB 超
過後および直近3日間の通信量が2500MBを超えた翌日
は通信速度が 200kbps に低下します。 

30GB プラン 1 ヶ月あたり 30GB まで LTE 通信が可能です。30GB 超
過後および直近3日間の通信量が3600MBを超えた翌日
は通信速度が 200kbps に低下します。 

 



 

別紙２：保守サービス規定 

保守サービスご提供期間は、初回の本サービスお申込み日から３年間といたします。 

１．保守サービス範囲 
  
  1）当社販売端末機器に同梱されているマニュアル等の内容に準じて機器を使用している状態（以

下、『適正使用状態』）で、保守受付番号リストに記載された対象機器に故障が生じ、且つ契約
者より要請があった場合は、以下の保守サービスを提供します。 

a. 電話対応保守サービス 
     契約者より障害発生の電話連絡を受け付けた後、対応方法を電話にてご回答致します。 
     ELECOM SkyLinkMobile サポートセンター (保守受付)： 0570-550-878 
      電話受付時間 月曜日～金曜日 10：00～18：00 

祝祭日および弊社の夏季休暇、年末年始休暇期間をのぞきます。 
   b. デリバリー保守サービス 
     a.の電話対応でも復旧できない場合、代替機をご送付いたします。契約者の不具合製品と

代替機を契約者ご自身で交換していただきます。交換作業完了後、代替機に同梱の配送伝
票（弊社着払い）にて弊社まで不具合製品をご返送下さい。 

    
 
２．交換部品等の所有権ならびに原因解析 
保守サービスのために当社販売端末機器を交換した場合、不具合製品が当社に到着した時点で、交

換済の代替機の所有権が契約者に移転するものといたします。 
不具合製品が当社に返却されない場合には、以後の保守サービスの提供を中止する場合があります。 


